






1 戦前の判例 （以上， 4 5巻 1号）
2 戦後の判例
3 判例のまとめ












































































頁以下（第2節第 l，注（ 1 ）所掲）がこれら物的担保の全体を要領よく見渡しているの
で，詳しくは同論文を参照されたい。
C 2) Staudinger-W.Wiegand,13.Aufl.,1996,§1204,Rn.10; MilnchKomm-J.Damrau,3.Aufl., 
1997, § 1204,Rn.15. 




recht, 3.Aufl., 1993, S.499ff., Rn.1515ff.; H.P.Westermann, BGB-Sachenrecht, 9.Aufl., 
1994, S.155ff.などを挙げておこう。




の例は， F.Baur-R.Stilrner,Lehrbuchdes Sachenrechts,16.Aufl.,1992., S.363による
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関係当事者の権利・義務を定めること，などが重要であろう（Vgl.Staudinger-W olf steiner, 





















( Genehmigung des V orm undschaf tsgerich ts）が与えられず（BGB1643



























































⑬ OLG Schleswig 1981.2.27; ZIP1982,160. 
（事実） 事実関係を簡略化し，民法上の論点にしぼって紹介したし、。 A
はYから 3万マルクの融資を受けるに当たり， 自己の有する地上権


















































































































⑫ BGH 1982.7.8; NJW1982,2767. 
（事実） S会社傘下のホテルのオーナ－xは，ホテル建設資金の返済に
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判決においてはよりはっきりと上記法律構成に依拠していると観察できるから
である。














する補充的紹介を行っている Klaas,Kreditsicherung,S.16（第 l節注 (17))の叙述を
加えて，私が再構成したものである。なお， このほか本判決を紹介した文献として，
J.Baur, Entscheidungssammlung for jungen Juristen: Sachenrecht, 3.Aufl.,1985,S. 
286.がある。










( 7) 以上の判例，学説の動向につき，とりあえず， Klaas,Kreditsicherung,S.52ff.;Baur“ 
Sturner, Sachenrechts, S.46; H.Htibner, Allgemeiner Teil des BGB,1985,8.372. 
( 8) 行為の一体性により物権行為の無因性原則が適用されない場合一般については若干の議
論があるようであるが，本稿は立ち入ることができない。 Baur-Sturner,a.a.O., S.47ff. 



















































































































































































































C 2) Ph.Heck, Grundril3 des Sachenrechts,1930 (Neudruck 1960), § 78 I ,S.325ff., § 84 I 4, 
S.357. 




( 4) 例えば，メディクスは， ドイツ民法典上明らかに附従性観念に立脚している規定（債権
と分離して抵当権が移転され得ないとする1153条， 1154条など）があることはへック説の
大きな障害である，等の批判を展開する。 D.M.edicus,JuS1971,497 (502) （第2節第 2'
注（2））参照。
C 5) K.Muller, Sachenrecht （本節第l，注（ 4 ) ,S.503ff.,Rn.1531,1532. 
C 6) MtinchKomm-T.Damrau,2.Aufl.,1986, § 1204,Rn.21. 
( 7) 請求権競合問題に関するへンケルの学説内容に関しては，さしあたり四宮和夫『請求権
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競合論』（昭和53年） 1 4頁以下， 1 9頁以下を参照されたい。
( 8) へンケルは処分（譲渡）の対象という機能面で，競合する複数請求権の単一化を提唱す
るが，担保の客体になるという側面においても複数請求権の統一化の視点から論じうると
して，所説を展開する。 W.Henckel,Parteilehreund Streitgegenstand im Zivilprozef3, 
1961,S.268ff.参照。なお，以下では彼の抵当権についての主張を紹介することと b，同時
になされている保証に関する言及部分は，その紹介を割愛したい。












(12) Klaas, a.a.O.,S.95. 
(13) R.Rimmelspacher,Kreditsicherungsrecht, 2.Aufl.,1989,S.169. 
(14) Plancks Komm-Brodmann,a.a.O. （前注(1)),S.1154.動産質権に関する，やや包括的な
論述である。
(15) MUnchKomm-D.Eickmann, 2.Auf., 1986, § 1113,Rn.73. （抵当権，包括的叙述か），
Erman-K.KUchenhoff, 8.Aufl.,1989, § 1204,Rn.6 （動産質権） ;Soelgel”O.MUhl,Bd.6,12. 
Aufl.,1990, § 1204,Rn.21 （動産質権） ; W.Gerhardt,Immobiliarsachenrecht, 4.Aufl.,1996, 
S.102 （抵当権） ; RGRK-W.Kregel,12.Aufl.,1996, § 1204,Rn.8 （動産質権）．なお， Baur-
StUrner,Sachenrecht, S.385 （抵当権）は前出のBGH1968年判決を引用しつつ肯定説を述
べていることから，本立場に属するといえよう。
(16) Staudinger-Wiegand,13.Aufl.,1997, § 1204,Rn.21. 
Cl 7) K.Klinkhammer /F .Ranke, Hau pt pro bleme des Hypothekenrech ts, J uS 1973, 665(666). 
抵当権に関する論述である。
(18) 例えば， H.Westermann-D.Eickmannund W.Pinger, Sachenrecht, Bd.2.,6.Aufl.,1988, 
S.208; Staudinger-Wiegand,a.a.O. （前注 (16））.なお，これらの論者は，同時に，債権
の貫徹という担保権の目的やその必要性を理由に，不当利得返還債務への担保権の効力拡
張を肯定すべきである，と主張している。
(19) 例えば， Henckel,a.a.O.,S.269; Klaas, Kreditsicherung,S. 73.へンケノレ， クラアスは，
保証の場合における，契約解釈に依存すべしと説く学説をも批判の対象にしている。
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(20) この立場を示すものとして，例えば， H.Lange,Sachenrecht des BGB,1967,S.158, 





(22) Klaas,Kreditsicherung,S. 72ff. 
(23) 下記のエッケハルトの見解については， B.-E.Ekkehard,Die Forderungsgebundenheit 











(26) 同旨を述べるものとしては次の 2文献が挙げられる。 Staudinger-F.Scherubl,12.Aufl.,











































































































































































(1) 例えば， B-E.Ekkehard,a.a.O. （第3節第3，注（23)),S.263,Anm.43 ; P.Bydlinski, 
Einreden des Bi.irgen （第2節第3，注 (15)),S.693など。
( 2) 第2節第 3' 2 (3）アで紹介した，ブラウロック，ティーテュケらの見解がこれである。
( 3) しばしば言及した， BGH1987.2.12（第 2節で⑬判決として紹介）である。なお，
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( 5) 第2節第 3' 2 (3）アのティーテュケらの説を参照。












( 9) 例えば，抵当権についての叙述であるが， ドイツでは， Rimmelspacher,a.a.O.（第3
節第3，注 (13)),S.169，わが国では，千種秀夫「判解」『民法判例百選 I （第三版）』
179頁（平成元年）など参照。




(11) 星野・第1節第l，注（ 1) 577頁（保証の場合について）。同『民法概論E物権・担保
物権』 243頁（昭和51年）（抵当権の場合について）も同旨であろう。





(13) 内田・第 1節注（5) 356頁。
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